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第４回 町議会定例会

令和元年第４回定例会が、12月10日から13日まで４日間の会期で開かれました。

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定や廃棄物の処理及び清掃に関

する条例の一部改正、補正予算などを審議し、いずれも原案どおり可決、閉会しました。

※裏面へ続きます

　【町　長】４件

　　◇漁業の生産実績状況 ＝ 11月末現在で32億1,792万円。前年同期比１億7,502万円、5.2％減。

　　◇農業の生産見込み ＝ 令和元年生産見込み額は77億5,190万円（前年比0.9％減）。

　　◇帯広空港ターミナルビル（株）の株式譲渡 ＝ 10月31日に北海道エアポート株式会社を帯広空港運営事

業者として指定し、帯広市と実施契約が締結された。これに伴い、本町が保有している帯広空港ターミ

ナルビル株式会社の株式55株を北海道エアポート株式会社に全株譲渡することとなり、譲渡金額は55株

で167万4,805円を予定している。

　　◇火災の発生 ＝ 12月９日、町内の木造２階建て住宅が全焼。死傷者はなく、出火原因は調査中。

　【教育長】　１件

　　◇広尾高校生のスクールバス利用 ＝ 令和２年４月から豊似・野塚地区から通学する広尾高校生に対し、

スクールバスを利用できることとした。

☆行政報告

町指定ごみ袋 料金値上げ
人口減少や古紙・プラスチック製品の資源化が進む

令和２年７月１日

件　　　　　　　　　　名 審議結果

公平委員の選任 ＝ ○新鈴木孝俊さん（公園通南３）　　　 任期：令和元年12月11日から４年間 同　　意

監査委員の選任 ＝ ○再大林　忠さん（並木通東２）　　　 任期：令和元年12月17日から４年間 同　　意

人権擁護委員候補者の推薦 ＝ ○新伊藤　了さん（西１－10） 適　　任

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定

　地方公共団体における公務の能率的かつ適正な運営を推進するため、地方自治法において、会

計年度任用職員に対する給付に関する規定を整備することとされた。本町においても関係規定を

制定し、来年４月から施行するもの。

原案可決

廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正

　町指定ごみ袋の売り上げをごみ処理手数料の一部としていたが、人口減少や古紙・プラ製品の

資源化でごみが減量し、ごみ処理手数料が減少している。適正かつ円滑な運営のために町指定ご

み袋料金を値上げするもの。10リットル袋20円⇒30円、20リットル袋30円⇒50円、30リットル袋

50円⇒90円、45リットル袋を40リットル袋に規格変更し、70円⇒120円とする。

原案可決

（一部省略しています）

☆主な審議事項と結果



☆旗手恵子、前崎　茂、小
お

田
だ

雅二、小
こ

田
だ

英勝 の４議員が行いました。

　【旗手議員】　　①地域医療を守るために　　　②子どもの医療費無料化は高校生まで拡大を

　【前崎議員】　　①多子世帯に学校給食費の助成を

　　　　　　　　②「広尾町総合戦略」「人口ビジョン」の達成度と検証は

　　　　　　  　③大雨等洪水対策のための護岸の設置を

　【小
お

田
だ

議員】　　①自治体としてのスマホ等を利用したアプリの開発・導入について

　【小
こ

田
だ

議員】　　①町長の４選に向けての決意について

一 般 質 問 12月12日（木）

意見書の審議

件　　　　　　　　　　名 審議結果

「再編統合」対象の公立・公的病院名公表の撤回を求める意見書 原案可決

12月13日（金）
※可決された意見書は、国及び関係機関に提出しました。

※表面からの続き

◎発行・編集／広尾町議会・議会広報特別委員会　　Ｅｰ mail  g-gikai@town.hiroo.lg.jp

　〒089-2692　広尾郡広尾町西４条７丁目　TEL 01558-2-0180　FAX 01558-2-2114

☆一般質問や質疑、議案の賛否状況等の詳細については、３月発行予定の議会だよりに掲載します。

　また、広尾町のホームページにも掲載していますので、ご覧ください。（　　　　　　  をクリック！）

第４回 町議会臨時会

令和元年第４回臨時会は11月25日に開会。議員報酬等に関する条例の一部改正や補正予

算などを審議し、いずれも原案どおり可決、閉会しました。

件　　　　　　　　　　名 審議結果

議員の議員報酬の改定 ＝ 特別職報酬等審議会の答申に基づき、期末手当支給率を0.05か月分引

き上げて年間4.4か月とした。
原案可決

特別職給与等改定 ＝ 特別職報酬等審議会の答申に基づき、特別職の期末手当支給率を0.05か月

分引き上げて年間4.5か月とした。

※特別職の期末手当支給率は、令和２年４月29日までを特例期間とし、年間4.3か月としている。

原案可決

職員給与等改定 ＝ 人事院勧告に伴い、行政職給料表１級から５級を改正し、初任給を大卒程度

1,500円、高卒者2,000円をそれぞれ引き上げ、若年層についても1,000円程度引き上げ、職員の

期末勤勉手当支給率を0.05か月分引き上げて年間4.5か月とした。

原案可決

令和元年度一般会計ほか７会計予算の補正 ＝ 給与条例等の改正による人件費の補正など。 原案可決

（一部省略しています）

☆主な審議事項と結果

件　　　　　　　　　　名 審議結果

町道路線の認定 ＝ 町道敷地幅が町道認定審査基準を満たしたことから、豊似市街北道路（字紋

別630番15から字紋別18線50番44まで）89.64ｍを新規認定した。
原案可決

令和元年度一般会計ほか６会計予算の補正 ＝ 各種事業費の確定見込みによる補正など。 原案可決

（一部省略しています）


